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１．概観 

1 

トピックス     （1）日経平均22,000円台の持続性 
          （2）米長期金利上昇とドル円相場 

株式                           米国の株式市場は、長期金利上昇が重石となりましたが、米中貿易摩擦懸念の後退や石油セクターの上昇等から小幅ながら値上がりしました。 

          欧州の株式市場は、米中貿易摩擦懸念の後退やユーロ安等により、ドイツDAX指数等の主要株価指数が上昇しました。 

                日本の株式市場は、米中貿易摩擦への警戒感の後退や円安傾向が相場を支えました。 

債券     米国の長期金利は、原油価格の上昇や米政権による財政支出拡大に伴う国債増発懸念等から上昇しました。 

        欧州の長期金利は、原油価格の値上がりに伴う期待インフレ率の上昇等により、上昇しました。 

為替     円は米ドル、ユーロ、豪ドル等の主要通貨に対して下落しました。米国のシリア攻撃が限定的なものにとどまったことや、北朝鮮の核実験・大陸間弾道ミサ 

        イル発射実験の中止発表、米中貿易摩擦の緩和期待等から、リスク回避の動きが鈍化したことによるものです。 

商品          原油先物価格は、欧米諸国によるシリア空爆、米国のイランとの核合意見直し要求等を受けた中東での地政学リスクの高まりにより上昇しました。 

2018年5月2日 

（注）日本の株式、債券利回りの先月末の 

    終値は2018年4月27日時点のデータ。 

（出所）Bloomberg L.P.のデータを基に 

           三井住友アセットマネジメント作成 

先月末の終値 先々月末終値 先々月末比（％） 3カ月前終値 3カ月前比（％） 6カ月前終値 6カ月前比（％）

2018/4/30

NYダウ（米国） 24,163.15 24,103.11 0.25% 26,149.39 ▲7.60% 23,377.24 3.36%
日経平均株価（日本） 22,467.87 21,454.30 4.72% 23,098.29 ▲2.73% 22,011.61 2.07%
DAX指数（ドイツ） 12,612.11 12,096.73 4.26% 13,189.48 ▲4.38% 13,229.57 ▲4.67%
FTSE指数（英国） 7,509.30 7,056.61 6.42% 7,533.55 ▲0.32% 7,493.08 0.22%
上海総合指数（中国） 3,082.23 3,168.90 ▲2.73% 3,480.83 ▲11.45% 3,393.34 ▲9.17%
香港ハンセン指数（中国） 30,808.45 30,093.38 2.38% 32,887.27 ▲6.32% 28,245.54 9.07%

ASX指数（豪州） 5,982.73 5,759.37 3.88% 6,037.68 ▲0.91% 5,909.02 1.25%
SET指数（タイ） 1,780.11 1,776.26 0.22% 1,826.86 ▲2.56% 1,721.37 3.41%
＜リート＞ 先月末の終値 先々月末終値 先々月末比（％） 3カ月前終値 3カ月前比（％） 6カ月前終値 6カ月前比（％）

S&Pグローバルリート指数 175.06 172.77 1.33% 181.7 ▲3.65% 178.85 ▲2.12%
＜債券＞（利回り）（％） 先月末の終値 先々月末終値 先々月末差（％） 3カ月前終値 3カ月前差（％） 6カ月前終値 6カ月前差（％）

米国10年国債 2.953 2.739 0.214% 2.705 0.248% 2.379 0.574%
日本10年国債 0.050 0.045 0.005% 0.080 ▲0.030% 0.07 ▲0.015%
ドイツ10年国債 0.559 0.497 0.062% 0.697 ▲0.138% 0.36 0.196%
英国10年国債 1.418 1.350 0.068% 1.510 ▲0.092% 1.332 0.086%

＜為替＞（NY時間引け値） 先月末の終値 先々月末終値 先々月末比（％） 3カ月前終値 3カ月前比（％） 6カ月前終値 6カ月前比（％）

ドル円（円/米ドル） 109.34 106.28 2.88% 109.19 0.14% 113.64 ▲3.78%
ユーロ円（円/ユーロ） 132.05 130.97 0.82% 135.54 ▲2.57% 132.34 ▲0.22%

ユーロドル（米ドル/ユーロ） 1.208 1.232 ▲2.00% 1.241 ▲2.71% 1.165 3.71%
豪ドル円（円/豪ドル） 82.34 81.61 0.89% 87.96 ▲6.39% 87.01 ▲5.36%

ブラジルレアル円（円/ブラジルレアル） 31.19 32.15 ▲2.99% 34.26 ▲8.94% 34.72 ▲10.17%
インドルピー円（円/インドルピー） 1.64 1.63 0.33% 1.72 ▲4.72% 1.76 ▲6.79%

＜商品＞ 先月末の終値 先々月末終値 先々月末比（％） 3カ月前終値 3カ月前比（％） 6カ月前終値 6カ月前比（％）

商品（CRB指数） 201.98 195.36 3.39% 197.38 2.33% 187.56 7.69%
原油先物価格（WTI、米ドルベース） 68.57 64.94 5.59% 64.73 5.93% 54.38 26.09%

＜株式＞

4月の市場動向

2018/3/30 2017/10/312018/1/31



（No.116） 

〈マーケットレポートNo.5,988〉 

この資料の巻末ページに重要な注意事項を記載しております。必ずご確認ください。 

当資料は作成時点のものであり、将来の成果および市場環境の変動等を示唆あるいは保証するものではありません。予告なく変更する場合があります。 

先月のマーケットの振り返り 【2018年4月】 

2 

２．トピックス （1）日経平均22,000円台の持続性 

＜注目点＞  日経平均株価は4月18日、終値ベースで22,000円台を回復しました。EPS、PER、日経平均株価、それぞれについて、4月17日と18日の水

準を比較すると、今回の22,000円台回復はPERの上昇によるところが大きかったことが分かります。PERが上昇したのは、3月から4月にかけ

て、 (1)米中貿易摩擦問題、(2)シリア情勢の緊迫化、(3)安倍内閣の支持率低下、(4)日米首脳会談における通商問題、(5)北朝鮮の核問

題などに関するリスクプレミアムが縮小したためです。すなわち、(1)は既に現実的な落としどころを見極める段階に移行したと見られる、(2)は英仏の

軍事行動が想定の最小限にとどまった、 (3)は安倍首相が秋の自民党総裁選挙で3選を逸しても、自民党政権と現行の政策が継続する公算が

大きいと考えられる、(4)は日米首脳会談の初日で通商問題が焦点になることはなかった、(5)はポンペオ米中央情報局（CIA）長官が極秘訪

朝し、北朝鮮の金正恩委員長と会談したとの米紙報道で、米朝首脳会談実現への期待が高まった、ということです。 

 

＜ポイント＞ 日経平均株価の22,000円台定着のカギを握るのはEPSです。来週から始まる3月決算企業の決算発表で、2018年度の増益見通しが示され

れば、EPSはそれを織り込んで上昇し、日経平均株価を押し上げることも期待されます。仮にPERが現状のまま、EPSが2～3％程度の増益を織り

込むだけで、日経平均株価は計算上、22,600円～22,800円台に上昇することになります。業績見通し次第では、23,000円台の回復も遠く

はないとみています。 

 
日経平均株価のEPSとPER 日米両首脳の共同記者会見 

日経平均株価 PER EPS

4月17日 21,847円59銭 12.81倍 1,705円51銭

4月18日 22,158円20銭 12.94倍 1,712円38銭

変化幅 310円61銭 0.13倍 6円87銭

寄与率 - 71.6％ 28.4％

(注) 寄与率は日経平均株価の変化幅に対する寄与率。PERは株価収益率、EPS
は1株あたり利益。 

(出所) 日本経済新聞社のデータを基に三井住友アセットマネジメント作成 

通商政策に関するポイント

日米の合意事項
 新たに「自由で公正かつ相互的な貿易取引のための協議」を設ける

安倍首相の主な発言
 TPPが日米両国にとって最善と考えている
 日米の利益となるように両国間の貿易や投資をさらに拡大させていく

トランプ米大統領の主な発言
 米国にとって２国間の貿易協定の方が望ましい
 好条件が提示されない限り、TPPに戻ることはない
 鉄・アルミニウムの輸入制限は当面、日本を対象から除外しない

(出所) 各種資料を基に三井住友アセットマネジメント作成 
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２．トピックス （2）米長期金利上昇とドル円相場 

＜注目点＞  4月に入り、米10年国債利回りの上昇傾向が顕著となるなか、為替市場ではドルが対主要通貨で買い優勢の展開となっています。年初に米10

年国債利回りが上昇した際は、主要国の株価が1月下旬から2月上旬にかけ大きく下落しました。しかしながら、今回は市場に大きな混乱はみら

れません。これは、米金融当局の政策方針によるところが大きいと思われます。すなわち、米連邦準備制度理事会（FRB）のパウエル議長は、3

月に開催された米連邦公開市場委員会（FOMC）後の記者会見で、緩やかなペースで利上げを継続する従来の方針を繰り返しました。これが

市場の安心感を高めたと考えられます。米10年国債利回りは、4月に入り25日までの間に約0.29％上昇しましたが、その内訳を見ると、将来の

物価上昇見通しを反映した「期待インフレ率」の上昇分が約0.12％、米経済成長見通しを反映した「実質金利」の上昇分が約0.17％となって

います。つまり、米国の長期金利上昇は、経済の強さをより反映した動きであり、為替市場でのドル高は、これに素直に反応したと考えられます。 

 

＜ポイント＞ ドル円は、日足一目均衡表において、雲上限を上抜けつつあります。明確に上抜けが確認された場合、ドル円の110円台回復は十分視野に入っ

てきます。しかしながら、米中貿易摩擦問題や朝鮮半島情勢については、まだ楽観できる状況にはありません。そのため、今後の動向次第では、再

びドル売り・円買いが優勢になることも十分に考えられます。ドル円は、これまで105円～110円で推移する時間帯が多くなると予想していました

が、ここにきて、米長期金利の上昇が、素直にドル買いに結び付くようになりました。そのため、米中貿易摩擦問題や朝鮮半島情勢に対する懸念

が、大きく後退するような状況となれば、ドル円は次第に110円～115円のレンジ入りを試す動きが強まるのではないかとみています。 

 

  
ドル円の一目均衡表 米10年国債利回りの上昇幅内訳 

(注) 2018年3月30日から4月25日までの上昇幅。 

(出所) Bloomberg L.P.のデータを基に三井住友アセットマネジメント作成 

(注) データは2018年3月1日から4月25日。先行スパン1と先行スパン2は2018年 

    3月1日から5月30日。 

(出所) Bloomberg L.P.のデータを基に三井住友アセットマネジメント作成 
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３．景気動向 

＜現状＞            

＜見通し＞            

米国は、大寒波の襲来といった一時的な要因により、18年1-3月期の実質GDP成長率（速報値）が前期比年率+2.3％にとどまりました。 

欧州は、17年10-12月期の実質GDP成長率が前期比年率+2.4％となりました。＋1％台前半と見られる潜在成長率を上回る拡大を続けています。 

日本は、17年10-12月期の実質GDP成長率が前期比年率+1.6％と、8四半期連続のプラス成長となりました。 

中国は、18年1-3月期の実質GDP成長率が前年同期比+6.8％と、18年における政府の成長目標値+6.5％前後を上回りました。 

豪州は、17年10-12月期の実質GDP成長率が前期比年率+1.5％と、5四半期連続のプラス成長となりました。 

 

米国は、個人消費と設備投資の二本の柱を軸に、緩やかな成長を維持する見通しです。トランプ大統領の税制改革（減税）の効果も見込まれます。 

欧州は、内需の拡大に加え、アジア向けを牽引役とする輸出の増大により、＋1％台前半と推計される潜在成長率を上回る成長が続く見通しです。 

日本は、世界的な景気回復が続くなか、良好な雇用・所得環境を背景とした内需の拡大から、緩やかな成長が見込まれます。 

中国は、政府による経済政策やIT産業の高成長により、安定した成長を続けると予想されます。 

豪州は、資源セクターの調整が一巡し、景気は拡大のペースを速める見込みです。 

4 

（注）データは2015年1-3月期～2018年1-3月期。前期比年率伸び率。 
（出所）中国国家統計局のデータを基に三井住友アセットマネジメント作成 

中国の実質GDP成長率 米国の実質GDP成長率 

（注）データは2015年1-3月期～2018年1-3月期。前期比年率伸び率。  
（出所）米国労働省のデータを基に三井住友アセットマネジメント作成 
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４．企業業績と株式 

  S&P500指数の18年4月の1株当たり予想利益（EPS）は164.64米ドル（前年同月比＋20.4％）と、18カ月連続で過去最高を更新し、かつ6カ月連

続で前年同月比二桁の伸びとなりました。東証株価指数（TOPIX）の予想EPSは129.01円（同＋16.7％）と、11カ月連続で二桁の伸びとなりました

（いずれも予想はトムソン・ロイターズI/B/E/Sベース）。 

    米国株式市場は長期金利の上昇が重石となったものの、米中の貿易摩擦の後退、ハイテク株の好業績、石油価格の値上がりを受けたエネルギーセクターの上

昇が相場を支えました。一方、日本株式市場は、米中貿易摩擦や地政学リスクの高まりが重荷で小動きでしたが、中旬以降、リスク懸念が後退し、WTI先物

の上昇や米長期金利上昇、円安傾向等が相場を支えました。東証株価指数（TOPIX）は前月比で+3.6％となりました。 

 

    S&P500指数採用企業のEPSは18年が前年比＋21.1％の増益と見込まれ、続く19年は、同＋9.5％の増益が予想されています（18年4月30日現

在、トムソン・ロイターズI/B/E/S）。一方、日本の経常利益増益率は、17年度が前年度比＋17.7％、18年度が同+8.8％と予想されます（東証1部除く

金融、QUICKコンセンサスベース、18年4月30日現在）。株式相場の観点では業績に加え、引き続きトランプ政権の通商政策の動向に注目する必要があり

そうです。また、5月は米国と北朝鮮の首脳会談に向けた調整や、イランへの制裁再開判断期限なども控えています。ただし、こうした地政学リスクの経済への影

響は限定的と考えられます。 

＜現状＞            

＜見通し＞            

（注）データは2008年4月～2018年4月。EPSはトムソン・ロイターズI/B/E/Sによる予想ベース。（出所）FactSetのデータを基に三井住友アセットマネジメント作成 

※EPSとは・・・［Earnings Per Share］＝1株当たり利益。当期利益を発行済株式数で割ったものです。 

5 

EPSと株価指数の推移（米国） EPSと株価指数の推移（日本） 
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５．金融政策 

＜現状＞ 

            

＜見通し＞            

（注）データは2016年4月1日～2018年4月30日。日本は政策金利（参考値）、米国はFederal Fund Rate（誘導レンジの上限）、 

         ユーロ圏はECB預金ファシリティ金利、英国はRepo Rate、豪州はOfficial Cash Rateを使用。 

（出所）Bloomberg L.P.のデータを基に三井住友アセットマネジメント作成 

  米連邦準備制度理事会（FRB）は、3月20日～21日に開催されたFOMCで、政策金利（FFレート）の0.25％引き上げを決定しました。全会一

致の決定です。これによりFFレートの誘導レンジは1.50％～1.75％になりました。   

  欧州中央銀行（ECB）は、4月26日の理事会で政策金利、預金ファシリティ金利をそれぞれ0.00％、▲0.40％に据え置きました。量的緩和政策で

ある資産購入プログラムは、月間300億ユーロの規模で2018年9月まで継続する予定です。 

    日本銀行は4月26日～27日に開催した金融政策決定会合で、金融政策の現状維持を決定しました。短期の政策金利を▲0.1％、長期金利である

10年物国債利回りをゼロ％程度に操作する金融調節を継続します。長期国債を買い増すペースも年約80兆円を目処とすることを据え置きました。 

 

    米国では、景気、雇用が順調に拡大していることから、緩やかな利上げが継続される見通しです。なお、3月のFOMCで明らかにされた、会合参加者によ

る経済見通しによれば、18年の政策金利見通しの中央値は、｢1回当たり0.25％の利上げを3回（3月の利上げを含む）」でした。 

    ユーロ圏では、ドラギECB総裁が量的緩和策の終了から利上げまでの期間について、ある程度の長さが必要との見解を繰り返し述べています。この点から

判断すると、ECBは18年9月に量的緩和を終了させた後、19年前半頃に利上げに踏み切る可能性が高いと考えられます。 

    日本は、経済が緩やかな拡大を続け、物価上昇率は高まるものの、日銀が目標とする2％に到達するには時間がかかる見通しのため、当面金融政策を

据え置く見込みです。 
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各国・地域の政策金利の推移 
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６．債券 

＜現状＞ 

            

＜見通し＞            

（注）データは2016年4月1日～2018年4月30日。日本の直近値は4月 

       27日。 

（出所）Bloomberg L.P.のデータを基に三井住友アセットマネジメント作成 

（注1）データは2016年4月～2018年4月の月次データ。 

（注2）社債利回りはブルームバーグ・バークレイズ・グローバル社債インデックス（投資適格×80％＋ 

      ハイイールドBB/B×20％）。先進国国債利回りはFTSE世界国債インデックス。 

（出所）Bloomberg L.P.、Citigroup Index LLCのデータを基に三井住友アセットマネジメント作成 

  4月末の米国10年国債利回りは、前月末に比べ上昇しました。米中の貿易摩擦問題や北鮮朝情勢に対する警戒感が和らぎ、リスク回避の動きが後

退するなか、米トランプ政権による財政支出の拡大が国債増発につながるとの懸念が高まったほか、原油価格の値上がりによりインフレ率が上昇するとの

観測が強まったためです。10年国債利回りは、下旬に一時3％台に乗せました。3％台乗せは14年1月以来およそ4年3カ月振りです。米金利の先高

観から、ドイツ、日本の10年国債利回りも上昇しました。ドイツでは、原油価格の上昇に伴うインフレ期待の高まりも影響したもようです。他方、米国社

債については、国債との利回り格差（スプレッド）が前月末に比べ小幅に縮小しました。 

   

  米国では、景気が底堅く推移するなか、金融政策の正常化の動きに加え、財政拡張による景気押し上げ効果への期待が金利上昇要因となりそうです。 

  欧州では、景気拡大が続くなか物価の緩やかな上昇、ECBによる緩和縮小の推進が想定され、長期金利も緩やかに水準を切り上げる見通しです。 

  日本では、物価上昇が緩慢なものにとどまるため、日銀の緩和的な金融政策は長期化し、長期金利は低位での安定した推移となる見込みです。 

  米国など主要国の社債市場は、企業の堅調な業績などを背景に、国債利回りとのスプレッドは安定的に推移する見通しです。 
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社債・先進国国債の利回り、社債スプレッドの推移 各国の10年国債利回りの推移 
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７．為替 

  4月の円の対米ドル相場は、米国のシリア攻撃が限定的なものにとどまったこと、北朝鮮が核実験・大陸間弾道ミサイル発射実験の中止を発表したこ

と等を受け、リスク回避の姿勢が緩んだことから、円安となりました。ユーロもリスク回避の流れに歯止めがかかるなか、対ドル相場は下落しましたが、円

の対ドル相場の値下がりの方が相対的に大きく、対円では上昇しました。他方、豪ドルの対円相場は、地政学リスクの後退に加え、鉄鉱石価格の持

ち直し、日豪金利差の拡大等により、上昇しました。 

  米景気が堅調に推移するなか、FRBによる利上げ継続やバランスシートの縮小等が米ドルの支援要因となる一方で、日本の経常黒字が継続してい

ること等が円を支える要因となり、円相場は対米ドルで、105円～115円程度のレンジ相場が続く見通しです。対ユーロでは、良好な欧州経済や

ECBの金融緩和縮小方針がユーロの支援材料になると予想されます。一方、対豪ドルでは、資源価格が持ち直してきたことや、豪州と日本の金融

政策の方向性が異なること（日銀は緩和姿勢維持に対し、RBAは据え置きの見通し）等から判断する限り、やや円安方向で推移する公算が大き

いと考えられます。 

＜現状＞ 

            

＜見通し＞            

（注）データは2016年4月1日～2018年4月30日。 

（出所）Bloomberg L.P.のデータを基に三井住友アセットマネジメント作成 
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各通貨の対円レート 
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８．リート 

  グローバルリート市場は、株価の値上がりを受け、前月末に比べ上昇しました。為替効果はプラスに寄与し、円ベースの月間上昇率はドルベース

の上昇率を大幅に上回りました。 

 

  利上げの継続、FRBの資産圧縮などから、米長期金利は緩やかにレンジを切り上げる展開が見込まれますが、金融環境は依然、緩和的です。

投資家が相対的に高い利回りを求める需要は根強く、これが引き続きグローバルリート市場を支援すると考えられます。世界的な景気拡大と低

金利環境の下で、グローバルリート市場は底堅い展開が予想されます。 

＜現状＞ 

            

＜見通し＞            

9 

（注1）日本円ベースは2005年1月1日の米ドルベースを基準に指数化。 

（注2）データは2016年4月1日～2018年4月30日。 

（出所）Bloomberg L.P.のデータを基に三井住友アセットマネジメント作成 

代表的グローバルリート指数の推移 
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９．まとめ 

  S&P500指数採用企業のEPSは18年が前年比+21.1％、続く19年は同+9.5％が予想されています（予想はトムソン・ロイターズI/B/E/S、18

年4月30日現在）。一方、日本の予想経常利益増益率は、17年度が前年度比＋17.7％、18年度が同+8.8％の見込みです（東証1部除く

金融、QUICKコンセンサスベース、18年4月30日現在）。5月は米国と北朝鮮との首脳会談への調整やイランへの制裁再開判断期限などを控え

ていることを踏まえると、トランプ米大統領の言動に加え、業績以外の地政学リスクの影響にも注意を払う必要がありそうです。もっとも、こうした地政

学リスクの経済への影響は限定的と考えられます。 

 

  米国では、景気が堅調に推移するなか、FRBは利上げや資産圧縮など金融政策の正常化方針を継続する見通しです。長期金利は上昇する見込

みですが、インフレ率が低く、利上げの速度も緩慢なものにとどまると予想されることを踏まえると、急激な上昇には至らないと考えられます。 

  欧州では、景気拡大が続くなか、長期金利には徐々に上昇圧力がかかる見込みです。ただし、インフレの低位安定とユーロ高警戒感から、利上げは

19年以降となる見込みです。長期金利の上昇は緩やかなものになると予想されます。 

  日本では、日銀のイールドカーブ・コントロールにより、長期金利は低位での安定した推移が予想されます。 

  米国など主要国の社債市場は、企業の堅調な業績などを背景に、社債スプレッドは安定的に推移する見通しです。 

   

  経常収支不均衡問題や日銀の金融政策の変化を巡る思惑が円を支える要因となる一方、FRBによる利上げ継続、早期の減税策可決を受けた

米長期金利の上昇傾向が円安要因となり、両者の綱引きのもとで、円は対米ドルでレンジ相場が続くと見られます。 

  対ユーロでは、堅調な域内経済やECBの金融緩和縮小方針がユーロの支援材料になると予想されます。一方、対豪ドルでは、豪州景気の改

善、世界的な景気回復を受けた商品市況の持ち直しを勘案すると、やや円安方向で推移する公算が大きいと考えられます。 

   

  利上げの継続、FRB資産の圧縮などから、米長期金利は緩やかにレンジを切り上げる見通しですが、金融環境は依然、緩和的であり、投資家が相

対的に高い利回りを求める需要が根強いことが引き続きグローバルリート市場をサポートすると考えられます。世界的な景気拡大と低金利環境の下

で、グローバルリート市場は底堅い展開が予想されます。 

 

＜株式＞            

＜債券＞            

＜為替＞            

＜リート＞            
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【投資信託商品についてのご注意（リスク、費用）】 
●投資信託に係るリスクについて 

投資信託の基準価額は、投資信託に組み入れられる有価証券の値動き等（外貨建資産には為替変動もあります。）の影響により上下します。基準価額の下落により損失を被り、投資元本を割り込むこと

があります。運用の結果として投資信託に生じた利益および損失は、すべて受益者に帰属します。したがって、投資信託は預貯金とは異なり、投資元本が保証されているものではなく、一定の投資成果を保証

するものでもありません。 

  

●投資信託に係る費用について 

ご投資いただくお客さまには以下の費用をご負担いただきます。 

◆直接ご負担いただく費用・・・購入時手数料 上限3.78％（税込） 

              ・・・換金（解約）手数料 上限1.08%（税込） 

            ・・・信託財産留保額 上限2.75％ 

◆投資信託の保有期間中に間接的にご負担いただく費用・・・信託報酬 上限 年 3.834％（税込） 

◆その他費用・・・監査費用、有価証券の売買時の手数料、デリバティブ取引等に要する費用（それらにかかる消費税等相当額を含みます。）、および外国における資産の保管 

         等に要する費用等が信託財産から支払われます。また、投資信託によっては成功報酬が定められており当該成功報酬が信託財産から支払われます。投資信託 

         証券を組み入れる場合には、お客さまが間接的に支払う費用として、当該投資信託の資産から支払われる運用報酬、投資資産の取引費用等が発生します。こ 

         れらの費用等に関しましては、その時々の取引内容等により金額が決定し、運用の状況により変化するため、あらかじめその上限額、計算方法等を具体的には記載 

         できません。 

※なお、お客さまにご負担いただく上記費用等の合計額、その上限額および計算方法等は、お客さまの保有期間に応じて異なる等の理由によりあらかじめ具体的に記載することはできません。 

上記に記載しているリスクや費用項目につきましては、一般的な投資信託を想定しております。費用の料率につきましては、三井住友アセットマネジメントが運用するすべての投資信託における、それぞれの費

用の最高の料率を記載しております。投資信託に係るリスクや費用は、それぞれの投資信託により異なりますので、ご投資をされる際には、販売会社よりお渡しする投資信託説明書（交付目論見書）や契

約締結前交付書面等を必ず事前にご覧ください。  

 

●投資信託は、預貯金や保険契約と異なり、預金保険・貯金保険・保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。また登録金融機関でご購入の場合、投資者保護基金の支払対象とはなりません。 

●投資信託は、クローズド期間、国内外の休祭日の取扱い等により、換金等ができないことがありますのでご注意ください。 

[2017年12月29日現在] 
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